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（H24.3.8,19:00 3 ﾍﾟｰｼﾞ修正版）

実績報告書・処遇改善報告書等について

１ 平成２３年度介護職員処遇改善交付金の「実績報告書」及び「処遇

改善報告書」の提出等について

○「実績報告書」及び「処遇改善報告書」の提出期限

「実績報告書」（様式第６号及び様式第６号添付書類）は、平成２４年４月２７日

（金）までに提出してください。

「処遇改善報告書」（様式第８号及び様式第８号添付書類１、添付書類２、添付書

類３）は、平成２４年５月３１日（金）までに提出してください。

２ 平成２４年度介護職員処遇改善交付金の「実績報告書」及び「処遇

改善報告書」の提出等について

○「実績報告書」及び「処遇改善報告書」の提出期限

「実績報告書」（様式第６号及び様式第６号添付書類）は、平成２４年８月３１日

（金）までに提出してください。

「処遇改善報告書」（様式第８号及び様式第８号添付書類１、添付書類２、添付書

類３）は、平成２４年９月２８日（金）までに提出してください。

３ 実績報告様式は福島県介護保険室ホームページ下段にあるメニューの項目

「介護職員処遇改善交付金について」をクリックして、提出書類の●実績報

告書類から取得してください。

４ 介護職員処遇改善交付金の「実績報告書」及び「処遇改善報告書」

の提出先について

次の保健福祉事務所等に、郵送又は持参により、提出してください。

提出先 電話番号 対象事業所

県北保健福祉事務所 024-534-4156 県北地方の介護保険事業所

県中保健福祉事務所 0248-75-7808 県中地方の介護保険事業所

県南保健福祉事務所 保健福祉課 0248-22-5478 県南地方の介護保険事業所

会津保健福祉事務所 0242-29-5272 会津地方の介護保険事業所

南会津保健福祉事務所 0241-63-0305 南会津地方の介護保険事業所

相双保健福祉事務所 0244-26-1132 相双地方の介護保険事業所

い わ き 地 方 振 興 局 福 祉 課 0246-24-6204 いわき地方の介護保険事業所

５ お問い合わせ先

〒 960-8170 福島市杉妻町 2-16 福島県介護保険室 斉藤又は安斎
さいとう あんざい

電話 024-521-7746・FAX024-521-7748
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６ 実績報告書類の作成方法

ア 「実績報告書」の例

様式第６号 提出期限を守って下さい

平成２４年４月２７日

福島県知事 様

（所在地）福島市杉妻町２－１６

報告者（名 称）社会福祉法人 ○○○会

（代表者） 理事長 □□ △△ 印

平成２３年度介護職員処遇改善交付金実績報告書

平成２３年度分の表記交付金の実績を下記のとおり報告します。

記 代表者印です

交付金の総額 １２，６９６，９８１円

（内訳） 平成２３年４月から平成２４年３月

平成２３年 ４月 ９９９，６７９円 までの期間が該当します

平成２３年 ５月 ９８６，８８８円 （基本は国保連からの支給明細をその

平成２３年 ６月 １，００７，４４７円 まま転記。しかし、過誤調整しきれ

平成２３年 ７月 ９８９，００２円 ず、交付金の直接返還があるときは

平成２３年 ８月 １，０６２，７６５円 それを除いた額）

平成２３年 ９月 １，１０９，４５３円

平成２３年１０月 １，００４，０８６円

平成２３年１１月 １，２１１，７０９円

平成２３年１２月 １，０６７，７６２円

平成２４年 １月 １，００９，１９４円

平成２４年 ２月 １，０３４，４９８円

平成２４年 ３月 １，２１４，４９８円

※複数事業所をまとめて申請している場合は、「様式第６号添付書類」も忘

れないで提出して下さい。

様式第６号添付書類

事業所 交付金受給額（円）
事業所名

番 号 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 計

0001 A 訪問介護 100,679 100,888 100,447 100,002 100,765 100,453 100,086 100,709 100,762 100,194 100,498 100,498 1,205,981

0002 B 通所介護 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 2,400,000

0003 C 老健 699,000 686,000 707,000 689,000 762,000 809,000 704,000 911,000 767,000 709,000 734,000 914,000 9,091,000

計 999,679 986,888 1,007,447 989,002 1,062,765 1,109,453 1,004,086 1,211,709 1,067,762 1,009,194 1,034,498 1,214,498 12,696,981

実績報告書と金額が一致すること
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イ 「処遇改善報告書」の例

介護職員処遇改善計画書の「交付金による賃金改善実施期間」と一致します

介護職員処遇改善計画書の「賃金改善を行う方法」を

具体化させ、実施した概要になります

様式第８号

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）

① 平成２３年度分交付金受給総額 １２，６９６，９８１円

② 交付金による賃金改善実施期間 平成２３年３月～平成２４年２月

③ 介護職員常勤換算数(②の期間の総数) ７３９．７人

④ 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数) １４４，８３６，６１６円

⑤ 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③) ２２６，４１３円

②の期間において実施した賃金改善の概要 介護職員９７名（常勤４７名、

⑥ (改善した給与の項目及びその金額等につい 非常勤５０名）に、平成２３年３

て具体的に記載すること) 月から平成２４年２月までの１年

この事例では、法定福利費等を含めない 間、給与と併せて処遇改善特別手

金額で交付金受給総額を上回っており、 当を月額平均で常勤１５，１３０

法定福利費を含めていないので、二重線 円、非常勤８，８２０円支給した。

で消しています

⑦ ⑥に要した費用の総額(法定福利費等を含む) １２，７００，８９０円

⑧ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善

の原資として充当した額

⑨ ⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付を受

けた交付金を原資として改善した額

⑩ 賃金改善所要額(⑦＋⑧－⑨) １２，７００，８９０円

⑪ 交付金余剰額(①－⑩) ０円

⑫ 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③) １７，１７０円

※①については、（添付書類１）により内訳を添付すること。

※⑦については、積算の根拠となる資料を添付すること。（任意様式） 該当ないので

※⑧又は⑨については該当がある場合は、（添付書類３）を添付すること。 空欄です

介護職員処遇改善交付金事業の結果を上記のとおり報告します。

なお、記載内容は事実と相違ないことを証明いたします。 交付金余剰額が

平成２４年５月３１日 ゼロなので０円

福島県知事 様 提出期限を守って下さい と記載します

（法人名）社会福祉法人 ○○○会

様式第８号（添付書類２）（参考様式） 報告者

介護職員処遇改善報告書（賃金改善額 （代表者）理事長 □□ △△ 印

総括表）を参考に作成して下さい 代表者印です
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県内に複数の事業所が無い場合でも、様式第８号（添付書類１）を提出してください。

様式第８号(添付書類１)

介護職員処遇改善報告書(都道府県内事業所等一覧表)

報告者（名称） 社会福祉法人 ○○○会

介護保険事業所番号 事業所名 サービス名 交付金受給額

0 7 7 0 0 0 0 0 0 1 Ａ訪問介護 （介護予防）訪問介護 1,205,981円

0 7 7 0 0 0 0 0 0 2 Ｂ通所介護 （介護予防）通所介護 2,400,000円

0 7 7 0 0 0 0 0 0 3 Ｃ老健 介護老人保健施設 9,091,000円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

※複数の事業所について一括して申請した場合のみ様式第８号に添付すること。

ページ数 総ページ数
／
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※ 他の都道府県にも事業所があり、かつ、当該他の都道府県の事業所と交付

金をやり取りした場合は、「様式第８号（添付書類３）」も忘れないで提出し

て下さい。

様式第８号(添付書類３)

介護職員処遇改善報告書(都道府県状況一覧表)

法 人 名

都 道 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善の原資 他都道府県の事業所等が交付を受けた交付金を原

府 県 として充当した額（様式第８号の⑧に相当する額を 資として改善した額（様式第８号の⑨に相当する

記載すること） 額を記載すること）

北海道 円 円

青森県 円 円

岩手県 円 円

宮城県 円 円

秋田県 円 円

山形県 円 円

福島県 円 円

茨城県 円 円

栃木県 円 円

群馬県 円 円

埼玉県 円 円

千葉県 円 円

東京都 円 円

沖縄県 円 円

全国計 円 円

※本様式の作成にあたっては、積算の根拠となる書類を添付すること。

※他の都道府県にも事業所があり、かつ、当該他の都道府県の事業所と交付金をやり取りした場合の

み様式第８号に添付すること。
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ウ 「実績報告書」と「処遇改善報告書」の金額の突合について

様式第６号

平成２４年４月２７日
福島県知事 様

（所在地）
報告者（法人名）社会福祉法人 ○○○会

（代表者） 理事長 □□ △△ 印

平成２３年度介護職員処遇改善交付金実績報告書
平成２３年度分の表記交付金の実績を下記のとおり報告します。

記
交付金の総額 １２，６９６，９８１円
（内訳）

平成２２年 ４月 ９９９，６７９円
平成２２年 ５月 ９８６，８８８円
平成２２年 ６月 １，００７，４４７円
平成２２年 ７月 ９８９，００２円
平成２２年 ８月 １，０６２，７６５円
平成２２年 ９月 １，１０９，４５３円
平成２２年１０月 １，００４，０８６円
平成２２年１１月 １，２１１，７０９円
平成２２年１２月 １，０６７，７６２円
平成２３年 １月 １，００９，１９４円
平成２３年 ２月 １，０３４，４９８円
平成２３年 ３月 １，２１４，４９８円

一致します
様式第８号

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）
① 平成２３年度分交付金受給総額 １２，６９６，９８１円
② 交付金による賃金改善実施期間 平成２３年３月～平成２４年２月
③ 介護職員常勤換算数(②の期間の総数) ７３９．７人
④ 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数) １４４，８３６，６１６円
⑤ 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③) ２２６，４１３円

②の期間において実施した賃金改善の概要 介護職員９７名（常勤４７名、
⑥ (改善した給与の項目及びその金額等につい 非常勤務５０名）に、平成２２年

て具体的に記載すること) ４月から平成２３年３月までの１
年間、給与と併せて処遇改善特別
手当を月額平均で常勤１５，１３
０円、非常勤８，８２０円支給し
た。

⑦ ⑥に要した費用の総額(法定福利費等を含む) １２，７００，８９０円
⑧ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善

の原資として充当した額
⑨ ⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付を受

けた交付金を原資として改善した額
⑩ 賃金改善所要額(⑦＋⑧－⑨) １２，７００，８９０円
⑪ 交付金余剰額(①－⑩) ０円
⑫ 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③) １７，１７０円



- 7 -

エ 「処遇改善報告書」の積算根拠資料について

「処遇改善報告書」の「⑥賃金改善の概要」と項目及び内容で整合性があります

様式第８号（添付書類２）（参考様式）

平成２３年度 介護職員処遇改善交付金 賃金改善額総括表

（単位：円）

賃金改善実施期間における賃金改善総額（Ａ） １２，７００，８９０円

基本給等

基本給

時間給

（ ）手当（既存手当の増額）

時間外手当

賞与

一時金

（処遇改善特別）手当（新設） １２，７００，８９０円

（ ）手当（新設）

（ ）その他

法定福利費等

健康保険料

介護保険料

厚生年金保険料

児童手当拠出金

雇用保険料

労災保険料

一般拠出金

その他（ ）

※（Ａ）の額は様式第８号「介護職員処遇改善報告書」の⑦の数値と一致します。

※本表に記載した数値の根拠資料の提出は不要です。ただし、実施要領７の四により、根拠

資料は処遇改善報告後５年間保管してください。

この事例では、法定福利費等を含めない金額で交付金受給総額を上回っており、法定福

利費を含めていないので、斜線としています

○「介護職員処遇改善交付金事業実施要領」

７ 対象事業者の責務

四 この交付金に係る支出と実際に介護職員の賃金改善に充てたことがわ

かる書類を作成し、これを実績報告後、５年間保管しなければならない。

（コメント）

・「介護職員処遇改善報告書」及び「積算の根拠となる資料」（参考様式の

賃金改善額総括表等を想定）で疑義がある場合は、「根拠資料」の確認を

行う場合があります。
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（問３０）（国版Ｑ＆Ａ（平成２１年８月３日））

都道府県独自の判断で、実施要領に規定される様式及び添付書類以外の書類を、事業

者に求めることは認められるか。

（答）

例えば、実績報告時に添付する賃金改善総額の積算内訳に関しては、事業者の賃金改

善方法や介護職員の就業実態等が様々なことから、すべての事業者に一律の様式による

記載を求めることは、困難であり、かつ、事業者及び実施主体である都道府県に過度の

事務負担が生じるおそれがあるため、事業者の任意の方法による記載としているところ

である一方、事業者に対して本交付金に関する書類を５年間保管することを義務づけて

いるものである。

都道府県におかれては、こうした趣旨を踏まえ、実施要領に定める添付書類以外の書

類を一律に求める場合には、その内容について、必要性の有無及び事業者の事務負担も

考慮し、慎重に検討されたい。

（問１８）（国版Ｑ＆Ａ（平成２２年３月３０日））

実績報告書にどの程度までの積算資料を添付するべきかの考え方及び具体的な例示を

示していただきたい。

（答）

介護職員処遇改善実績報告書は、その内容について事業者の責任において証明するこ

ととされており、実績報告としては本様式（別紙様式５）の記載で足りるものであるが、

別紙様式５中の⑦「賃金改善に要した費用の総額（法定福利費等を含む）」に関しては、

交付金の効果確認の観点から、積算の根拠となる資料を添付させることとしたもの。

こうした趣旨から、当該添付資料の具体的な内容については、例えば、賃金改善の方

法に応じ、基本給・諸手当・賞与・一時金・法定福利費等増加額ごとの総額といった最

低限の賃金の内訳があれば足りるものであり、個々の介護職員、月、詳細な賃金の項目

ごとの積算や財務諸表や賃金台帳の添付までを求めているものではない。

また、当該添付書類については、

①賃金改善の方法や介護職員の就業実態は多様であるため、一律の様式を示すことは

困難であること

②事業者及び自治体双方に過度の事務負担が生じるおそれがあることから、国におい

て様式は示さず、事業者の任意の方法による記載によることとしている。

なお、適切な執行を図る観点から、実施要領において、

①事業者に処遇改善の計画をすべての介護職員に周知させることによる労使間の透明

性の確保

②事業者に対する本交付金に関する書類を実績報告後５年間保管することの義務づけ

③虚偽・不正の手段により交付金を受領した事業者への交付金の返還又は支給停止等

規定等の措置を講じているので、都道府県におかれては、こうした制度の趣旨につ

いて、管内の事業者及び介護職員に対し周知を図られたい。
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７ 各年度の事業実施期間等について

(1) 平成２３年度の事業実施期間等について

年 月 H23.2 H23.3 H23.4 H23.5 H23.6 H24.1 H24.2 H24.3 H24.4 H24.5

交付対象期間

(ｻｰﾋﾞｽ提供月)

交付金支払期間

賃金改善実施期間

※右の４パターン

から１つを選択

４月末 実績報告書 提出期限

５月末 処遇改善報告書 提出期限

(2) 平成２４年度の事業実施期間等について

年 月 H24.2 H24.3 H24.4 H24.5 H24.6 H24.7 H24.8 H24.9

交付対象期間

(ｻｰﾋﾞｽ提供月)

交付金支払期間

月遅れ請求等の場

合、７月まで支払

を行う。

賃金改善実施期間

※右の４パターン

から１つを選択

８月末 実績報告書 提出期限

９月末 処遇改善報告書 提出期限

○「介護職員処遇改善交付金事業実施要領」

９ 介護職員処遇改善計画書の作成

一 賃金改善の方法

エ 交付金による賃金改善実施期間

賃金改善実施期間は、事業者の選択により定めるものとし、当該年２月

から翌年４月までの間で、交付金支給月数と同じ月数の連続する期間（そ

の始期は交付の根拠となる介護サービス提供月以降であり、その終期は事

業年度における最終交付金の支払い月の翌月とする。）とする。
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また、当該期間が事業年度間で重複してはならない。

なお、平成２１年度及び平成２４年度においては、交付金支給の始期及

び終期が異なるため、以下のとおりとなる。

（平成２１年度）

事業者の選択により、平成２１年１０月から平成２２年４月までの間で、

交付金支給月数と同じ月数の連続する期間

（平成２４年度）

事業者の選択により、平成２４年２月から６月までの間で、交付金支給

支給月数と同じ月数の期間

（問９）（国版Ｑ＆Ａ（平成２１年８月３日））

賃金改善実施期間の設定について。

（答）

賃金改善実施期間については、次の条件を満たす期間の中で、事業者が任意に選択

することとされている。

① 月数は交付金支給月数と同じでなければならない。

② 当該年度の概算交付の根拠となるサービス提供の期間の初月から、交付金支給

終了月の翌月までの連続する期間でなければならない。

③ 各年度において重複してはならない。

(例)平成２１年度における賃金改善実施期間については下図のようになる。

年 月 H21.10 H21.11 H21.12 H22.1 H22.2 H22.3 H22.4

サービス提供月

交付金支給月

賃金改善実施期間

次の４パターンの

うち、一つを選択

する。

なお、選択した賃金改善実施期間において、必ずしも毎月賃金改善実施分の給付を

行う必要はない。例えば上記の例において平成２１年１０月から平成２２年１月まで

の期間を賃金改善期間として選択した場合、賃金改善方法については、毎月の基本給

等に交付金を充当することだけでなく、平成２２年１月に賞与等で一括支給すること

も可能である。

（問６）（福島県版Ｑ＆Ａ（平成２１年８月２６日））

賃金改善の実施時期は支給日の属する月で判断するのか。

（答）

お見込みのとおり。

例えば平成２１年１０月分の給料を翌１１月の 5 日に支給する場合は 11

月となります。この事例では改善期間は平成２１年１１月～平成２２年２

月の４か月となります。
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８ 処遇改善実施期間等の誤りやすい事例

(1) 支給日と賃金改善実施期間との関係

（事例１）

介護職員処遇改善計画書(平成２３年度申請用)

・賃金改善実施期間：平成２３年３月～平成２４年２月

・処遇改善を行う給与項目：一時金（処遇改善一時金）

・賃金改善を行う方法:

「処遇改善一時金」として、賞与支給時（６月、１２月）に併せ

て、フルタイムの介護職員、嘱託職員には平均８万円、登録ヘルパ

ーには５万円をそれぞれ支給する。

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）

・賃金改善実施期間：平成２３年３月～平成２４年２月

・実施した賃金改善の概要：

処遇改善一時金として、９月と３月に、総額で介護職員・嘱託

職員６名に平均１６万円、登録ヘルパー１０名には経験年数・稼

働状況に応じて平均９万円支給した。

（コメント）

・平成２４年３月に支給した一時金が、賃金改善実施期間外になるため、

交付金を活用した給付として認められない。

・処遇改善報告書では、「介護職員に支給した賃金額」は、平成２３年９

月に一時金として支給した金額のみとなる。

・平成２４年３月に支給した一時金を対象外として、介護職員に支給した

賃金額を再計算することになる。

年 月 H22.2 H22.3 H22.4 H22.5 H22.6 H23.1 H23.2 H23.3 H23.4

交付対象期間

(ｻｰﾋﾞｽ提供月)

交付金支払期間

賃金改善実施期間

９月一時金 ３月一時金

対象外
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様式第２号
介護職員処遇改善計画書(平成２３年度申請用)

事業所等情報 介護保険事業所番号

⑴ 賃金改善計画について(本計画に記載された金額については見込みの額であり、申請時以降の運営状況(利

用者数等)、人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得るものである。)

① 平成２３年度交付金見込額(総額) １，８００，０００円

賃金改善所要見込額(総額)(ア＋イ－ウ) １，９００，０００円

② ア 賃金改善に要する見込額(総額) １，９００，０００円

イ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善の原資として充当する見込額 円

ウ アのうち他都道府県の事業所等が交付を受けた交付金を原資として改善する見込額 円

※②については法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むものとする。

※②のイ又はウについて該当がある場合は、（添付資料２）を添付すること。

賃金改善の方法について

基本給、［ ］手当、［ ］手当、［ ］手当、

③ 賃金改善を行う給与項目
賞与(一時金)、その他( )

④ 交付金による賃金改善実施期間 平成 ２３ 年 ３ 月 ～ 平成 ２４ 年 ２ 月

※④については平成21年度は平成21年10月～平成22年４月まで、平成22・23年度は当該年の２月～翌年４月まで、平成24
年度については平成24年２月～６月までの連続する期間を記入すること。なお、当該期間の月数は交付金の対象月数
を越えてはならない。

賃金改善を行う方法(一人当たりの平均賃金改善月額等についても可能な限り具体的に記載すること。なお、当該
改善額は見込みかつ全体の平均で、法定福利費等の増加額も含み、税引き前であるため、実際の個々人の手取り額
とは必ずしも一致しない。）

⑤ 「処遇改善一時金」として、賞与支給時（７月、１２月）に併せて、フルタ

イムの介護職員、嘱託職員には平均８万円、登録ヘルパーには５万円をそれ

ぞれ支給する。

計画では、賞与支給時（７月、１２月）で、

選択した賃金改善実施期間（平成２３年３月～ 一致しなければ
平成２４年２月）の範囲内となっているが、報 ならない
告書の賃金改善の概要では、９月（上半期末）
と、３月（期末）となっている。

様式第８号

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）
① 平成２３年度分交付金受給総額 １，７８８，３６６円
② 交付金による賃金改善実施期間 平成２３年３月～平成２４年２月
③ 介護職員常勤換算数(②の期間の総数) １３０．９人
④ 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数) ２３，７３０，７６２円
⑤ 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③) １９６，１２２円

②の期間において実施した賃金改善の概要 処遇改善一時金として、９月と
⑥ (改善した給与の項目及びその金額等につい ３月に、総額で介護職員・嘱託職

て具体的に記載すること) 員６名に平均１６万円、登録ヘル
パー１０名には経験年数・稼働状
況に応じて平均９万円支給した。

⑦ ⑥に要した費用の総額(法定福利費等を含む) １，８９６，３００円
⑧ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善

の原資として充当した額 ０円
⑨ ⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付を受

けた交付金を原資として改善した額 ０円
⑩ 賃金改善所要額(⑦＋⑧－⑨) １，８９６，３００円
⑪ 交付金余剰額(①－⑩) ０円
⑫ 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③) １４，４８６円
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(2) 賃金改善実施期間の設定期間

（事例２）

介護職員処遇改善計画書(平成２３年度申請用)

・賃金改善実施期間：平成２３年３月～平成２４年３月

・処遇改善を行う給与項目：処遇改善手当

・賃金改善を行う方法:処遇改善手当を、毎月の給与と併せて支給

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）

・賃金改善実施期間：平成２３年３月～平成２４年３月

・実施した賃金改善の概要：

フルタイム職員には月額 16,000 円を、パート職員には時給 80 円

を処遇改善手当として、毎月の給与と併せて支給した。

（コメント）

・ 賃金改善実施期間が、平成２３年３月から平成２４年３月までの１３

か月になっている。

・ 処遇改善手当を創設し、毎月の給与と併せて支給していて、平成２３

年３月から平成２４年３月までの１３か月で、処遇改善手当額が平成

２３年度分交付金受給総額（平成２３年４月から平成２４年３月まで

の交付金支払総額）を上回っていても、賃金改善実施期間として認定

できるのは１２か月（平成２２年度との重複がなく、空白月が生じな

い連続する１２月を選択することになる）であり、１２か月で再計算

することになる。

仮に、平成２３年３月からの１２月間を選択すれば、平成２４年３月

が対象外となる。

年 月 H22.2 H22.3 H22.4 H22.5 H22.6 H23.1 H23.2 H23.3

交付対象期間

(ｻｰﾋﾞｽ提供月)

交付金支払期間

賃金改善実施期間

対象外

手当 手当 手当 手当 手当・・・手当 手当 手当

１２カ月
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様式第２号
介護職員処遇改善計画書(平成２３年度申請用)

事業所等情報 介護保険事業所番号

⑴ 賃金改善計画について(本計画に記載された金額については見込みの額であり、申請時以降の運営状況(利

用者数等)、人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得るものである。)

① 平成２３年度交付金見込額(総額) ９，５００，０００円

賃金改善所要見込額(総額)(ア＋イ－ウ) ９，８００，０００円

② ア 賃金改善に要する見込額(総額) ９，８００，０００円

イ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善の原資として充当する見込額 円

ウ アのうち他都道府県の事業所等が交付を受けた交付金を原資として改善する見込額 円

※②については法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むものとする。

※②のイ又はウについて該当がある場合は、（添付資料２）を添付すること。

賃金改善の方法について

基本給、［処遇改善］手当、［ ］手当、［ ］手当、

③ 賃金改善を行う給与項目
賞与(一時金)、その他( )

④ 交付金による賃金改善実施期間 平成 ２３ 年 ３ 月 ～ 平成 ２４ 年 ２ 月

※④については平成21年度は平成21年10月～平成22年４月まで、平成22・23年度は当該年の２月～翌年４月まで、平成24
年度については平成24年２月～６月までの連続する期間を記入すること。なお、当該期間の月数は交付金の対象月数
を越えてはならない。

賃金改善を行う方法(一人当たりの平均賃金改善月額等についても可能な限り具体的に記載すること。なお、当該
改善額は見込みかつ全体の平均で、法定福利費等の増加額も含み、税引き前であるため、実際の個々人の手取り額
とは必ずしも一致しない。）

⑤ 処遇改善手当を、毎月の給与と併せて支給する。

一致しなければならないが不一致となっている。
特に、報告書を見ると、平成２３年３月から平成２４年３月
までの１３箇月となっており、間違っている。

様式第８号

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）
① 平成２３年度分交付金受給総額 ９，７００，１２３円
② 交付金による賃金改善実施期間 平成２３年３月～平成２４年３月
③ 介護職員常勤換算数(②の期間の総数) ６９０．７人
④ 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数) １４２，７４１，４４３円
⑤ 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③) ２０６，６６２円

②の期間において実施した賃金改善の概要 フルタイム職員には月額１６，
⑥ (改善した給与の項目及びその金額等につい ０００円、パート職員には時給

て具体的に記載すること) ８０円を処遇改善手当として、毎
月の給与と併せて支給した。

⑦ ⑥に要した費用の総額(法定福利費等を含む) ９，８９６，３２０円
⑧ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善

の原資として充当した額 ０円
⑨ ⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付を受

けた交付金を原資として改善した額 ０円
⑩ 賃金改善所要額(⑦＋⑧－⑨) ９，８９６，３２０円
⑪ 交付金余剰額(①－⑩) ０円
⑫ 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③) １４，４２７円
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(3) 賃金改善実施期間（賃金支払時期）の対象期間

（事例３）

介護職員処遇改善計画書(平成２３年度申請用)

・賃金改善実施期間：平成２３年３月～平成２４年２月

・処遇改善を行う給与項目：処遇改善手当

・賃金改善を行う方法:処遇改善手当を、毎月の給与と併せて支給

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）

・賃金改善実施期間：平成２３年６月～平成２３年５月

・実施した賃金改善の概要：

フルタイム職員には月額 16,000 円を、パート職員には時給 80 円

を処遇改善手当として、毎月の給与と併せて支給した。

なお、当法人の給与は月末締めで翌月１０日支払いのため、賃金

改善期間は平成２３年６月から平成２４年５月となった。

（コメント）

・平成２３年度の賃金改善実施期間は、交付の根拠となるサービス提供の

期間の初月（平成２３年２月）から、交付金支給終了月の翌月（平成２４

年４月）までの連続する期間でなければならない。

設定１ 平成２３年２月～平成２４年１月・・・・①

設定２ 平成２３年３月～平成２４年２月・・・・②

設定３ 平成２３年４月～平成２４年３月・・・・③

設定４ 平成２３年５月～平成２４年４月・・・・④

年 月 H23.2 H23.3 H23.4 H23.5 H23.6 H24.1 H24.2 H24.3 H24.4 H24.5

交付対象期間

(ｻｰﾋﾞｽ提供月)

交付金支払期間

賃金改善実施期間 ①

②

※右の４パターン ③

から１つを選択 ④

４月末 実績報告書 提出期限

５月末 処遇改善報告書 提出期限
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様式第２号
介護職員処遇改善計画書(平成２３年度申請用)

事業所等情報 介護保険事業所番号

⑴ 賃金改善計画について(本計画に記載された金額については見込みの額であり、申請時以降の運営状況(利

用者数等)、人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得るものである。)

① 平成２３年度交付金見込額(総額) ９，５００，０００円

賃金改善所要見込額(総額)(ア＋イ－ウ) ９，８００，０００円

② ア 賃金改善に要する見込額(総額) ９，８００，０００円

イ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善の原資として充当する見込額 円

ウ アのうち他都道府県の事業所等が交付を受けた交付金を原資として改善する見込額 円

※②については法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むものとする。

※②のイ又はウについて該当がある場合は、（添付資料２）を添付すること。

賃金改善の方法について

基本給、［処遇改善］手当、［ ］手当、［ ］手当、

③ 賃金改善を行う給与項目
賞与(一時金)、その他( )

④ 交付金による賃金改善実施期間 平成 ２３ 年 ３ 月 ～ 平成 ２４ 年 ２ 月

※④については平成21年度は平成21年10月～平成22年４月まで、平成22・23年度は当該年の２月～翌年４月まで、平成24
年度については平成24年２月～６月までの連続する期間を記入すること。なお、当該期間の月数は交付金の対象月数
を越えてはならない。

賃金改善を行う方法(一人当たりの平均賃金改善月額等についても可能な限り具体的に記載すること。なお、当該
改善額は見込みかつ全体の平均で、法定福利費等の増加額も含み、税引き前であるため、実際の個々人の手取り額
とは必ずしも一致しない。）

⑤ 処遇改善手当を、毎月の給与と併せて支給する。

一致しなければならないが不一致となっている。
特に、報告書を見ると、平成２３年６月から平成２４年５月
までと対象外期間が含まれている。。

様式第８号

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）
① 平成２３年度分交付金受給総額 ９，７００，１２３円
② 交付金による賃金改善実施期間 平成２３年６月～平成２４年５月
③ 介護職員常勤換算数(②の期間の総数) ６９０．７人
④ 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数) １４２，７４１，４４３円
⑤ 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③) ２０６，６６２円

②の期間において実施した賃金改善の概要 フルタイム職員には月額１６，
⑥ (改善した給与の項目及びその金額等につい ０００円、パート職員には時給

て具体的に記載すること) ８０円を処遇改善手当として、毎
月の給与と併せて支給した。
なお、当法人の給与は月末締めで
翌月１０日支払いのため、賃金改
善期間は平成２２年６月から平成
２３年５月となった。

⑦ ⑥に要した費用の総額(法定福利費等を含む) ９，８９６，３２０円
⑧ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善

の原資として充当した額 ０円
⑨ ⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付を受

けた交付金を原資として改善した額 ０円
⑩ 賃金改善所要額(⑦＋⑧－⑨) ９，８９６，３２０円
⑪ 交付金余剰額(①－⑩) ０円
⑫ 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③) １４，４２７円
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(4) 平成２２年度と平成２３年度の賃金改善実施期間の関係

（事例４）

介護職員処遇改善計画書(平成２２年度申請用)

・賃金改善実施期間：平成２２年４月～平成２３年３月

・処遇改善を行う給与項目：処遇改善手当

・賃金改善を行う方法:処遇改善手当を創設し、毎月の給与と併せて支給

介護職員処遇改善報告書（平成２２年度）

・賃金改善実施期間：平成２２年４月～平成２３年３月

・実施した賃金改善の概要：処遇改善手当を創設し、毎月の給与と併せ

て支給

介護職員処遇改善計画書(平成２３年度申請用)

・賃金改善実施期間：平成２３年４月～平成２４年３月

・処遇改善を行う給与項目：処遇改善手当

・賃金改善を行う方法:処遇改善手当を、毎月の給与と併せて支給

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）

・賃金改善実施期間：平成２３年３月～平成２４年２月

・実施した賃金改善の概要：

フルタイム職員には月額 16,000 円を、パート職員には時給 80 円

を処遇改善手当として、毎月の給与と併せて支給した。

（コメント）

・平成２３年３月が重複している。

・平成２３年３月に支給した処遇改善手当は、平成２２年度実績としてカ

ウント済みのため、平成２３年度の実績としては計上できない。

平成２２年度

年 月 H22.4 H22.5 H22.11 H22.12 H23.1 H23.2 H23.3

賃金改善実施期間

平成２３年３月が重複

平成２３年度

年 月 H23.2 H23.3 H23.4 H23.5 H23.6 H23.1 H23.2 H23.3 H23.4 H23.5

賃金改善実施期間
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様式第２号
介護職員処遇改善計画書(平成２３年度申請用)

事業所等情報 介護保険事業所番号

⑴ 賃金改善計画について(本計画に記載された金額については見込みの額であり、申請時以降の運営状況(利

用者数等)、人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得るものである。)

① 平成２３年度交付金見込額(総額) ９，５００，０００円

賃金改善所要見込額(総額)(ア＋イ－ウ) ９，８００，０００円

② ア 賃金改善に要する見込額(総額) ９，８００，０００円

イ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善の原資として充当する見込額 円

ウ アのうち他都道府県の事業所等が交付を受けた交付金を原資として改善する見込額 円

※②については法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むものとする。

※②のイ又はウについて該当がある場合は、（添付資料２）を添付すること。

賃金改善の方法について

基本給、［処遇改善］手当、［ ］手当、［ ］手当、

③ 賃金改善を行う給与項目
賞与(一時金)、その他( )

④ 交付金による賃金改善実施期間 平成 ２３ 年 ４ 月 ～ 平成 ２４ 年 ３ 月

※④については平成21年度は平成21年10月～平成22年４月まで、平成22・23年度は当該年の２月～翌年４月まで、平成24
年度については平成24年２月～６月までの連続する期間を記入すること。なお、当該期間の月数は交付金の対象月数
を越えてはならない。

賃金改善を行う方法(一人当たりの平均賃金改善月額等についても可能な限り具体的に記載すること。なお、当該
改善額は見込みかつ全体の平均で、法定福利費等の増加額も含み、税引き前であるため、実際の個々人の手取り額
とは必ずしも一致しない。）

⑤ 処遇改善手当を、毎月の給与と併せて支給する。

一致しなければならないが不一致となっている。
特に、報告書を見ると、平成２２年４月から平成２３年３月
までと、平成２２年４月が平成２１年度とダブっている。

様式第８号

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）
① 平成２３年度分交付金受給総額 ９，７００，１２３円
② 交付金による賃金改善実施期間 平成２３年３月～平成２４年２月
③ 介護職員常勤換算数(②の期間の総数) ６９０．７人
④ 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数) １４２，７４１，４４３円
⑤ 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③) ２０６，６６２円

②の期間において実施した賃金改善の概要 フルタイム職員には月額１６，
⑥ (改善した給与の項目及びその金額等につい ０００円、パート職員には時給

て具体的に記載すること) ８０円を処遇改善手当として、毎
月の給与と併せて支給した。

⑦ ⑥に要した費用の総額(法定福利費等を含む) ９，８９６，３２０円
⑧ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善

の原資として充当した額 ０円
⑨ ⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付を受

けた交付金を原資として改善した額 ０円
⑩ 賃金改善所要額(⑦＋⑧－⑨) ９，８９６，３２０円
⑪ 交付金余剰額(①－⑩) ０円
⑫ 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③) １４，４２７円
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９ 賃金改善の範囲等

事 務 連 絡

平成 22 年 8 月 23 日

各都道府県介護保険担当課(室) 御中

厚生労働省老健局介護保険計画課

介護職員処遇改善交付金の適正執行について

日頃より、介護保険制度の円滑な実施にご協力いただきありがとうござい

ます。また、介護職員処遇改善交付金の運営に当たりましては、大変お手数

をおかけしており感謝申し上げます。

さて、本交付金につきましては、制度開始から２年目を迎え、「制度の定

着」と同様、「交付目的に適った適正な執行の確保」が強く求められるとこ

ろです。

本交付金は、介護職員について他の業種との賃金格差をさらに縮め、介護

が確固とした雇用の場としてさらに成長していけるよう、平成２１年度補正

予算において緊急的・特例的に創設されたものであります。この創設の趣旨

及び目的の達成のため、本交付金の交付にあたっては、申請書類の簡素化な

ど介護事業者の事務負担の軽減を図りつつ、交付目的である介護職員の賃金

の引き上げを確実に担保していくことが重要となります。

したがって、各都道府県におかれましては、

① 本交付金が介護職員の賃金改善に要する費用以外に充ててはならないも

のであること、

② 虚偽又は不正の手段により本交付金を受給した場合には支給の停止又は

返還を命じることを、

管内の介護事業者に対して再度周知徹底していただくとともに、実績報告書

の内容確認の徹底をお願いいたします。

なお、同日付けで別添のとおり、日本介護クラフトユニオン宛にも事務連

絡を発出しておりますのでお知らせします。
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○「介護職員処遇改善交付金事業実施要領」

７ 対象事業者の責務

対象事業者は、次の事項を遵守する責務を有する。

一 交付金を介護職員の賃金改善に要する費用（当該改善に伴う法定福利

費等の事業主負担増加額を含む。）以外の費用に充ててはならない。

二 交付金の趣旨に鑑み、交付金により賃金改善を行う給与の項目以外の

給与の水準を低下させてはならない。ただし、業績等に応じて変動する

こととされている賞与等が、当該要因により、変動した場合については

この限りでない。

三 各事業年度における最終の交付金支払いがあった月の翌々月の末日ま

でに実績報告書を提出し、あらかじめ定められた賃金改善実施期間にお

ける６の二の額が交付金の受給総額を下回る場合には、都道府県に対し

その差額を返還しなければならない。

８ 交付金の支給停止等

都道府県は、対象事業者が次の各号に該当する場合には、既に支給され

た一部若しくは全部の交付金の返還を命じること又は期間を定めて交付金

の支給停止を行うことができる。

一 労働基準法等の違反により罰金刑以上の刑に処せられた場合

二 虚偽又は不正の手段により本交付金を受給した場合
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(1) 賃金の範囲

○「介護職員処遇改善交付金事業実施要領」

３ 交付金の支給要件

二 ５に定める計算式により算出された交付金見込額を上回る賃金改善

（平成２０年１０月から翌年３月までの期間における介護職員の賃金（退

職手当を除く。以下同じ。）に対する改善をいう。以下同じ。）が見込ま

れた計画を策定している。

（問６）（国版Ｑ＆Ａ（平成２１年８月３日））

定期昇給の実施も賃金賃金改善と認められるのか。

（答）

賃金改善の方法は、ベースアップ、定期昇給、手当、賞与、一時金等があ

るが、賃金が改善するのであれば問わない。

（コメント）

・賃金改善は、退職手当を除く賃金で行う必要がある。

・労働基準法上は、労働協約、就業規則等によって支給条件が明確な、退職

金・結婚祝金・死亡弔慰金・災害見舞金等は賃金となるが、介護職員処遇改

善交付金においては、「退職手当は除く」とされているので注意が必要であ

る。
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（事例５）研修費等を含めた事例

一時金という支給形態、９月と３月が賃金改善実施期間に

含まれており、適切な支給となっている。

様式第８号

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）

① 平成２３年度分交付金受給総額 ６，９９０，２３４円

② 交付金による賃金改善実施期間 平成２３年４月～平成２４年３月

③ 介護職員常勤換算数(②の期間の総数) ５０６．７人

④ 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数) １１９，１８６，９８２円

⑤ 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③) ２３５，２２１円

・一時金として、９月に介護職員５６名に

４月～９月の在籍月数に応じ、一人平均５

０，０００円を、３月に介護職員５７名に

②の期間において実施した賃金改善の概要 １０月～３月の在籍月数に応じ、一人平均

⑥ (改善した給与の項目及びその金額等につい ５５，０００円を支給した。

て具体的に記載すること) ・ユニットケアの実現に向け、ユニットリ

ーダー研修に参加し、他の職員に伝達報告

研修を実施し、資質の向上を図った。研修

費用として、総額５５６，２３４円を負担

した。

⑦ ⑥に要した費用の総額(法定福利費等を含む) ７，１６４，９６８円

⑧ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善

の原資として充当した額

⑨ ⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付を受

けた交付金を原資として改善した額

⑩ 賃金改善所要額(⑦＋⑧－⑨) ７，１６４，９６８円

⑪ 交付金余剰額(①－⑩) ０円

⑫ 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③) １４，１４０円

研修費用は、処遇改善交付金による賃金改善の 対象外

（コメント）

・賃金の改善であるので、当然ながら、職員教育に要した研修費や研修旅費

等に充当した場合は、賃金が改善されておらず対象外となる。
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(2) 介護職員間の賃金改善額の差

○「介護職員処遇改善交付金事業実施要領」

３ 交付金の支給要件

三 賃金改善の実施期間及び方法並びに賃金改善以外の処遇改善の内容を

記載した別紙様式２の介護職員処遇改善計画書を作成し、事業者の職員

に対して当該計画書の内容についての周知を行った上で、都道府県あて

提出している。

（問５）（国版Ｑ＆Ａ（平成２１年８月３日））

全職員一律に交付金を配分する必要はあるのか。例えば、全常勤職員の賃

金改善額は同額又は同水準でなければならないのか。

（答）

賃金改善見込額等は処遇改善計画書の作成単位全体の平均で見ることとし

ており、全職員同額の引き上げは行う必要はない。

（事例６）

・賃金改善実施期間：平成２３年４月～平成２４年３月

・賃金改善の概要：常勤専従の介護職員に処遇改善一時金として、９月と

３月に一人平均合計で４０万円を支給する。

非常勤の介護職員には支給しない。

（コメント）

・賃金改善見込額等は処遇改善計画書の作成単位全体の平均で見ることとな

り、全職員同額の賃金引き上げは必要ないとされているので、賃金改善を行

う介護職員の範囲については、基本的には事業者の判断に委ねられている。

・事例のような方法も可能ではあるが、事業者は、職員に介護職員処遇改善

計画書の内容について周知する義務があり、特に賃金改善の範囲外とした介

護職員の理解を十分得ておく必要がある。

・介護職員処遇改善交付金の趣旨から考えて、一部の介護職員を除外するの

ではなく、原則として全ての介護職員に支給するよう配意願いたい。
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(3) 賃金改善額に含まれる法定福利費等の範囲

○「介護職員処遇改善交付金事業実施要領」

６ 対象事業者の責務

対象事業者は、次の事項を遵守する責務を有する。

一 交付金を介護職員の賃金改善に要する費用（当該改善に伴う法定福利

費等の事業主負担増加額を含む。）以外の費用に充ててはならない。

（問７）（国版Ｑ＆Ａ（平成２１年８月３日））

賃金改善額に含まれる法定福利費等の範囲について。

（答）

賃金改善額には次の額を含むものとする。

・法定福利費（健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、児童手当拠出

金、雇用保険料、労災保険料等）における、本交付金による賃金上昇分

に応じた事業主負担増加分

・法人事業税における本交付金による賃金上昇分に応じた外形標準課税の

付加価値増加分

また、法定福利費等の計算に当たっては、合理的な方法に基づく概算によ

ることができる。

なお、任意加入とされている制度に係る増加分（例えば、退職手当共済制

度等における掛金等）は含まないものとする。

（コメント）

賃金改善額に法定福利費等の事業主負担増加分を含める場合であ

り、介護職員への賃金改善額が交付金受領額を上回っている場合は、

法定福利費等の事業主負担増加額を計算する必要はありません。
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(4) 健康保険料等事業主負担増加分の賃金改善額への算入時期等

（問１９）（国版Ｑ＆Ａ（平成２２年３月３０日））

健康保険料等の場合、標準報酬の額は７月１日現在の被保険者に対して、

前３月（４、５、６月）の賃金を計算し、９月に定時決定を行い改定される

が、平成２１年１０月の賃金引き上げ分に係る、健康保険料の事業主負担増

加分は、いつの時点で賃金改善額に含めることができるのか。

（答）

平成２１年１０月の賃金改善による健康保険料の事業主負担増加分につい

ては、平成２２年９月に定時決定がなされることから、平成２２年度におけ

る賃金改善額として見ることになる。

ただし、平成２０年１０月から平成２１年６月以前に賃金改善があった場

合、平成２１年９月に当該賃金改善を反映した定時決定がなされるので、そ

の増加額分は平成２１年度の賃金改善額に含まれる。（この場合、雇用保険

料の概算保険料にも当該賃金改善が反映されている可能性もあるので、平成

21 年度の賃金改善額に含めて差し支えない。）また、随時改定のあった者や

賞与による賃金改善を実施した場合については、それぞれの標準報酬改定時

期及び標準賞与額の決定時期により判断することになる。

なお、賃金改善額に含めることのできる法定福利費等の増加額については

実際に納付されたものを計算することが原則になるが、例えば健康保険料の

場合であれば、法人が負担すべき部分の金額は、保険料の額の計算の対象と

なった月の末日の属する事業年度の損金の額に算入することができる（法人

税基本通達９－３－２）こととされているので、事業者の決算の方法により

保険料納付前の額も含めて差し支えない。

法定福利費等の事業主負担増加額については、これらの考え方を援用し、

合理的な計算方法による概算額を算出することも可能である。
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（事例７）

・平成２３年度

・賃金改善実施期間：平成２３年４月～平成２４年３月

・賃金改善の概要：介護職員処遇改善手当を創設し、週４０時間フルタイム勤

務の介護職員に月額１６，０００円、週４０時間に満たない契約介護職員には

時間数に応じ、毎月末の給与と併せて支給した。

・平成２３年度

様式第８号

介護職員処遇改善報告書（平成２３年度）

① 平成２３年度分交付金受給総額 ３，２２１，６４２円
② 交付金による賃金改善実施期間 平成２３年４月～平成２４年３月
③ 介護職員常勤換算数(②の期間の総数) １９０．６人
④ 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数) ４０，０９９，７７９円
⑤ 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③) ２１０，３８７円

介護職員処遇改善手当４月分（４月末払）
３０名 ２５５，２００円

介護職員処遇改善手当５月分（５月末払）
②の期間において実施した賃金改善の概要 ２９名 ２５０，８００円

⑥ (改善した給与の項目及びその金額等につい 介護職員処遇改善手当６月分（６月末払）
て具体的に記載すること) ２８名 ２３２，８００円

介護職員処遇改善手当７月分（７月末払）
２９名 ２３２，２００円

介護職員処遇改善手当８月分（８月末払）
２９名 ２４６，４００円

介護職員処遇改善手当９月分（９月末払）
３０名 ２５７，２００円

介護職員処遇改善手当 10 月分（10 月末払）
２９名 ２４７，６００円

介護職員処遇改善手当 11 月分（11 月末払）
２９名 ２６０，４００円

介護職員処遇改善手当 12 月分（12 月末払）
２９名 ２５２，４００円

介護職員処遇改善手当１月分（１月末払）
３０名 ２５８，８００円

介護職員処遇改善手当２月分（２月末払）
３０名 ２７４，０００円

介護職員処遇改善手当３月分（３月末払）
３０名 ２８１，８００円

法定福利費 ２６９，２６３円
⑦ ⑥に要した費用の総額(法定福利費等を含む) ３，３１８，８６３円
⑧ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善

の原資として充当した額

⑨ ⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付を受

けた交付金を原資として改善した額

⑩ 賃金改善所要額(⑦＋⑧－⑨) ３，３１８，８６３円
⑪ 交付金余剰額(①－⑩) ０円
⑫ 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③) １７，４１２円
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別紙（参考様式）

平成２３年度 介護職員処遇改善交付金 賃金改善額総括表

（単位：円）

賃金改善実施期間における賃金改善総額（Ａ） ３，３１８，８６３円

基本給等 ３，０４９，６００円

基本給

時間給

（ ）手当（既存手当の増額）

時間外手当

賞与

一時金

（介護職員処遇改善）手当（新設） ３，０４９，６００円

（ ）手当（新設）

（ ）その他

法定福利費等 ２６９，２６３円

健康保険料 ８１，９２６円

介護保険料 ４，２３０円

厚生年金保険料 １４１，００２円

児童手当拠出金 ３，７８９円

雇用保険料 ２９，１１９円

労災保険料 ９，０６５円

一般拠出金 １３２円

その他（ ）

（コメント）

この設例では、平成２２年１２月から介護職員処遇改善手当を創設

し、毎月末の給与と併せて支給している。

平成２２年１２月からの賃金改善による健康保険料及び厚生年金保

険料の事業主負担増加分については、平成２３年９月に定期決定がな

されることから、平成２３年９月の支給額から賃金改善額として見る

ことになる。

平成２３年支給分でも、平成２３年４月から平成２３年８月分まで

は、賃金改善による健康保険料、厚生年金保険料及、介護保険料及び

児童手当拠出金の事業主負担増加分は発生しないことに留意された

い。

つまり設例において、週４０時間に満たない契約介護職員も含めて、

対象となる全介護職員が厚生年金及び健康保険に加入していたとして

も、以下のような算出とはならない。
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○健康保険料

（４月～３月までの基本給での賃金改善総額）

３，０４９，６００円×４．６６５％＝１４２，２６３円

○厚生年金保険料

（４月～８月までの基本給での賃金改善総額）

１，２１７，４００円×７．８５２％＝ ９５，５９０円

（９月～３月までの基本給での賃金改善総額）

１，８３２，２００円×８．０２９％＝１４７，１０７円

計 ２４２，６９７円

週４０時間に満たない契約介護職員も含めて、対象となる全介護職

員が厚生年金及び健康保険に加入していたとして、健康保険料と厚生

年金保険料を「合理的な計算方法による概算額」を算出すると、以下

のようになる。

○健康保険料

（９月～３月までの基本給での賃金改善総額）

１，８３２，２００円×４．６６５％＝８５，４７２円

○厚生年金保険料

（９月～３月までの基本給での賃金改善総額）

１，８３２，２００円×８．０２９％＝１４７，１０７円

なお、設例では、健康保険料 ８１，９２６円

厚生年金保険料１４１，００２円

となっているのは、契約介護職員に、夫の扶養の範囲で就労しており、

事業所の健康保険及び厚生年金に加入していない者がいるため、９月

以降の毎月の処遇改善手当額を割り振りし、該当金額のみに保険料率

を乗じているためである。

なお、当然のことながら、保険料率の改定に伴う法定福利費等の事

業主負担増加額は賃金改善額の対象外である。
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(5) 職員の入れ替え及びベースアップ等の考え方について

（問８）（国版Ｑ＆Ａ（平成２１年８月３日））

賃金改善額には、交付金申請日以前の賃金改善額を含むのか。

（答）

賃金改善額については、原則、平成２０年度下半期（１０～３月）におけ

る介護職員の賃金水準との比較によることとしており、結果的に、申請日以

前の改善分であっても、平成２１年介護報酬改定を踏まえて実施した賃金改

善額（例えば、平成２１年４月に実施したベースアップ等）のうち、賃金改

善実施期間（問９参照）における支給分については、賃金改善額に含むこと

となるが、賃金改善実施期間より前の支給分は賃金改善額に含めることはで

きない。

（問２０）（国版Ｑ＆Ａ（平成２１年８月３日））

雇用する職員の員数や、個別の職員の入れ替わりにより、職員構成に変更

があった場合の賃金改善額に考え方について。

（答）

この場合の賃金改善額については、「比較対象である平成 20 年度下半期中

(※)に適用されていた賃金算定ルールを当該年度に勤務している介護職員に

適用した場合の賃金総額」と「当該年度に受給した交付金の総額」の合計額

を、「実際に当該年度に支給した賃金総額」が上回っていればよいという考

え方となる。

こうした考え方により、実際の賃金改善額の計算については、個々の事業

者の実態に応じた適切な方法で行われたい。

例えば、手当を新設した場合や昇給額が計算できる場合等、賃金改善の方

法によって明確に賃金改善額が区分できる場合は、当該改善額の総額が、交

付金の総額を上回っていればよい。

※ 平成 20 年 10 月から平成 21 年 3 月までを指し、例えば、平成 20 年 12

月に賃金改善を実施した場合については、平成 20 年 10 月又は 11 月時点

の賃金算定ルールを用いることも可能である。
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（事例８）

・平成２２年度

・賃金改善実施期間：平成２２年３月～平成２３年２月

・賃金改善の概要：処遇改善手当として支給する。評価表にて査定を実施し、

手当額にランクを設定する。（職員、通年雇用職員、嘱託職員：20,000 円、15,000

円、10,000 円。日々雇用職員、パート職員、登録ヘルパー職員：6,000 円、4,000

円、2,000 円）

・平成２３年度

様式第８号

介護職員処遇改善報告書（平成２２年度）

① 平成２２年度分交付金受給総額 ７，３７２，０１９円

② 交付金による賃金改善実施期間 平成２２年３月～平成２３年２月

③ 介護職員常勤換算数(②の期間の総数) ４８８．６人

④ 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数) １００，０３４，３２２円

⑤ 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③) ２０４，７３６円

処遇改善手当として毎月の給与と一緒に支

②の期間において実施した賃金改善の概要 給した。

⑥ (改善した給与の項目及びその金額等につい 手当額は、評価表にて査定を実施し、ラン

て具体的に記載すること) クを設定（職員、通年雇用職員、嘱託職員

：20,000 円、15,000 円、10,000 円。日々雇

用職員、パート職員、登録ヘルパー職員：

6,000 円、4,000 円、2,000 円）した。

⑦ ⑥に要した費用の総額(法定福利費等を含む) ６，９３３，３３３円

⑧ 他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善

の原資として充当した額

⑨ ⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付を受

けた交付金を原資として改善した額

⑩ 賃金改善所要額(⑦＋⑧－⑨) ６，９３３，３３３円

⑪ 交付金余剰額(①－⑩) ４３８，６８６円

⑫ 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③) １４，１９０円
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別紙（参考様式）

平成２２年度 介護職員処遇改善交付金 賃金改善額総括表

（単位：円）

賃金改善実施期間における賃金改善総額（Ａ） ６，９３３，３３３円

基本給等 ６，４２５，０００円

基本給

時間給

（ ）手当（既存手当の増額）

時間外手当

賞与

一時金

（介護職員処遇改善）手当（新設） ６，４２５，０００円

（ ）手当（新設）

（ ）その他

法定福利費等 ５０８，３３３円

健康保険料 １５１，１１０円

介護保険料 ９，８２４円

厚生年金保険料 ２６３，７５３円

児童手当拠出金 ４，２７０円

雇用保険料 ５９，７８６円

労災保険料 １９，２７５円

一般拠出金 ３１５円

その他（ ）
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【基礎資料】

●施設

《職員》

氏 名 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

介護保険料 ○

Ｈ 22 年 3 月 15,000 15,000 15,000 20,000 0 0 10,000 15,000

Ｈ 22 年 4 月 15,000 15,000 15,000 20,000 0 0 10,000 15,000

Ｈ 22 年 5 月 15,000 15,000 15,000 20,000 0 0 10,000 15,000

Ｈ 22 年 6 月 20,000 15,000 15,000 20,000 0 0 0 15,000

Ｈ 22 年 7 月 20,000 15,000 15,000 20,000 0 0 0 15,000

Ｈ 22 年 8 月 20,000 15,000 15,000 20,000 0 0 0 15,000

Ｈ 22 年 9 月 20,000 15,000 15,000 20,000 10,000 0 0 15,000

Ｈ 22 年 10 月 20,000 15,000 20,000 10,000 0 0 15,000

Ｈ 22 年 11 月 20,000 15,000 20,000 10,000 0 0 15,000

Ｈ 22 年 12 月 20,000 15,000 10,000 0 0 15,000

Ｈ 23 年 1 月 20,000 20,000 15,000 0 0 20,000

Ｈ 23 年 2 月 20,000 20,000 15,000 0 0 20,000

合 計 225,000 190,000 105,000 180,000 70,000 0 30,000 190,000

氏 名 ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６

介護保険料 ○ ○ ○ ○

Ｈ 22 年 3 月 15,000 15,000 15,000 20,000 15,000 15,000 15,000 20,000

Ｈ 22 年 4 月 15,000 15,000 15,000 20,000 15,000 15,000 15,000 20,000

Ｈ 22 年 5 月 15,000 15,000 15,000 20,000 15,000 15,000 15,000 20,000

Ｈ 22 年 6 月 15,000 15,000 20,000 20,000 20,000 15,000 15,000 20,000

Ｈ 22 年 7 月 15,000 15,000 20,000 20,000 20,000 15,000 15,000 20,000

Ｈ 22 年 8 月 15,000 15,000 20,000 20,000 20,000 15,000 15,000 20,000

Ｈ 22 年 9 月 15,000 15,000 20,000 20,000 20,000 15,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 10 月 15,000 15,000 20,000 20,000 20,000 15,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 11 月 15,000 15,000 20,000 20,000 20,000 15,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 12 月 15,000 15,000 20,000 20,000 20,000 15,000 15,000 15,000

Ｈ 23 年 1 月 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

Ｈ 23 年 2 月 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

合 計 190,000 190,000 225,000 240,000 225,000 190,000 190,000 220,000
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氏 名 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３

介護保険料 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｈ 22 年 3 月 10,000 15,000 20,000 10,000 10,000

Ｈ 22 年 4 月 10,000 15,000 20,000 10,000 10,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 5 月 10,000 15,000 20,000 10,000 10,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 6 月 15,000 15,000 20,000 15,000 15,000 20,000 20,000

Ｈ 22 年 7 月 15,000 15,000 20,000 15,000 15,000 20,000 20,000

Ｈ 22 年 8 月 15,000 15,000 20,000 15,000 15,000 20,000 20,000

Ｈ 22 年 9 月 15,000 15,000 20,000 15,000 15,000 20,000 15,000

Ｈ 22 年 10 月 15,000 15,000 20,000 15,000 15,000 20,000 15,000

Ｈ 22 年 11 月 15,000 15,000 20,000 15,000 15,000 20,000 15,000

Ｈ 22 年 12 月 15,000 15,000 20,000 15,000 15,000 20,000 15,000

Ｈ 23 年 1 月 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

Ｈ 23 年 2 月 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

合 計 175,000 190,000 240,000 175,000 175,000 210,000 190,000

氏 名 改善額合計 社保対象額 うち介護保

介護保険料 険対象額

Ｈ 22 年 3 月 285,000 285,000 125,000

Ｈ 22 年 4 月 315,000 315,000 155,000

Ｈ 22 年 5 月 315,000 315,000 155,000

Ｈ 22 年 6 月 345,000 345,000 185,000

Ｈ 22 年 7 月 345,000 345,000 185,000

Ｈ 22 年 8 月 345,000 345,000 185,000

Ｈ 22 年 9 月 345,000 345,000 175,000

Ｈ 22 年 10 月 330,000 330,000 175,000

Ｈ 22 年 11 月 330,000 330,000 175,000

Ｈ 22 年 12 月 310,000 310,000 175,000

Ｈ 23 年 1 月 375,000 375,000 220,000

Ｈ 23 年 2 月 375,000 375,000 220,000

合 計 4,015,000 4,015,000 2,130,000
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《通年雇用》

氏 名 ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１

介護保険料 ○

Ｈ 22 年 3 月 10,000 15,000 10,000 10,000 10,000 10,000 15,000 10,000

Ｈ 22 年 4 月 10,000 15,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

Ｈ 22 年 5 月 10,000 15,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

Ｈ 22 年 6 月 10,000 15,000 15,000 15,000 10,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 7 月 10,000 15,000 15,000 15,000 10,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 8 月 10,000 15,000 15,000 15,000 10,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 9 月 10,000 15,000 15,000 15,000 10,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 10 月 0 15,000 15,000 15,000 10,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 11 月 0 15,000 15,000 15,000 10,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 12 月 0 15,000 15,000 15,000 10,000 15,000 15,000

Ｈ 23 年 1 月 0 20,000 20,000 20,000 15,000 20,000 20,000

Ｈ 23 年 2 月 0 20,000 20,000 20,000 15,000 20,000 20,000

合 計 70,000 190,000 175,000 175,000 130,000 175,000 15,000 175,000

氏 名 ３２ ３３ ３４ ３５ ３６ ３７

介護保険料 ○ ○

Ｈ 22 年 3 月 15,000 10,000 15,000 10,000 10,000 0

Ｈ 22 年 4 月 10,000 15,000 10,000 10,000 0

Ｈ 22 年 5 月 10,000 15,000 10,000 10,000 0

Ｈ 22 年 6 月 10,000 15,000 10,000 10,000 0

Ｈ 22 年 7 月 10,000 15,000 10,000 10,000 0

Ｈ 22 年 8 月 0 15,000 10,000 10,000 0

Ｈ 22 年 9 月 0 15,000 15,000 15,000 0

Ｈ 22 年 10 月 0 15,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 11 月 0 15,000 15,000 15,000

Ｈ 22 年 12 月 0 15,000 15,000 15,000

Ｈ 23 年 1 月 0 20,000 20,000 20,000

Ｈ 23 年 2 月 0 20,000 20,000 20,000

合 計 15,000 50,000 190,000 160,000 160,000 0
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氏 名 改善額合計 社保対象額 うち介護保

介護保険料 険対象額

Ｈ 22 年 3 月 155,000 155,000 40,000

Ｈ 22 年 4 月 125,000 125,000 10,000

Ｈ 22 年 5 月 125,000 125,000 10,000

Ｈ 22 年 6 月 140,000 140,000 10,000

Ｈ 22 年 7 月 140,000 140,000 10,000

Ｈ 22 年 8 月 130,000 130,000 0

Ｈ 22 年 9 月 140,000 140,000 0

Ｈ 22 年 10 月 130,000 130,000 0

Ｈ 22 年 11 月 130,000 130,000 0

Ｈ 22 年 12 月 130,000 130,000 0

Ｈ 23 年 1 月 175,000 175,000 0

Ｈ 23 年 2 月 175,000 175,000 0

合 計 1,695,000 1,695,000 80,000
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《パート》

氏 名 ３８ ３９ ４０ ４１ ４２ ４３

介護保険料

Ｈ 22 年 3 月 15,000 2,000 6,000 0 6,000

Ｈ 22 年 4 月 15,000 2,000 6,000 0

Ｈ 22 年 5 月 15,000 2,000 6,000 0

Ｈ 22 年 6 月 15,000 2,000 6,000 0

Ｈ 22 年 7 月 15,000 2,000 6,000 0

Ｈ 22 年 8 月 15,000 2,000 6,000 0

Ｈ 22 年 9 月 15,000 2,000 6,000 0

Ｈ 22 年 10 月 15,000 2,000 6,000

Ｈ 22 年 11 月 15,000 2,000 6,000

Ｈ 22 年 12 月 15,000 2,000 6,000 0

Ｈ 23 年 1 月 20,000 2,000 6,000 0

Ｈ 23 年 2 月 20,000 2,000 6,000 0

合 計 190,000 24,000 72,000 0 6,000 0

氏 名 改善額合計 社保対象額 うち介護保険 施設改善額合計

介護保険料 対象額

Ｈ 22 年 3 月 29,000 15,000 0 469,000

Ｈ 22 年 4 月 23,000 15,000 0 463,000

Ｈ 22 年 5 月 23,000 15,000 0 463,000

Ｈ 22 年 6 月 23,000 15,000 0 508,000

Ｈ 22 年 7 月 23,000 15,000 0 508,000

Ｈ 22 年 8 月 23,000 15,000 0 498,000

Ｈ 22 年 9 月 23,000 15,000 0 508,000

Ｈ 22 年 10 月 23,000 15,000 0 483,000

Ｈ 22 年 11 月 23,000 15,000 0 483,000

Ｈ 22 年 12 月 23,000 15,000 0 463,000

Ｈ 23 年 1 月 28,000 20,000 0 578,000

Ｈ 23 年 2 月 28,000 20,000 0 578,000

合 計 292,000 190,000 0 6,002,000



- 37 -

●訪問

《職員》《通年雇用》 《パート》

氏 名 ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ 改善額合計 社保対象額 うち介護保

介護保険料 ○ ○ ○ ○ 険対象額

Ｈ 22 年 3 月 15,000 10,000 6,000 31,000 31,000 31,000

Ｈ 22 年 4 月 15,000 10,000 6,000 31,000 31,000 31,000

Ｈ 22 年 5 月 15,000 10,000 6,000 31,000 31,000 31,000

Ｈ 22 年 6 月 15,000 10,000 15,000 40,000 40,000 40,000

Ｈ 22 年 7 月 10,000 15,000 25,000 25,000 25,000

Ｈ 22 年 8 月 10,000 15,000 25,000 25,000 25,000

Ｈ 22 年 9 月 10,000 15,000 10,000 35,000 35,000 25,000

Ｈ 22 年 10 月 10,000 15,000 10,000 35,000 35,000 25,000

Ｈ 22 年 11 月 10,000 15,000 10,000 35,000 35,000 25,000

Ｈ 22 年 12 月 10,000 15,000 10,000 35,000 35,000 25,000

Ｈ 23 年 1 月 15,000 20,000 15,000 50,000 50,000 35,000

Ｈ 23 年 2 月 15,000 20,000 15,000 50,000 50,000 35,000

合 計 60,000 130,000 151,000 70,000 12,000 423,000 423,000 353,000

（コメント）

○ 健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料及び児童手当拠出金については、

「合理的な計算方法による概算額」による計算でも平成２２年８月分までは

事業主負担増加額は発生しないことに留意されたい。

○ 介護保険料については、対象となる職員に対する処遇改善手当に料率を乗

じている。事例では月別に計算しているが、９月～２月までの総額に料率を

乗じても同じである。

１，３２０，０００円×０．７５％＝９，９００円

○ 健康保険料、介護保険料及び厚生年金保険料と、雇用保険料、労災保険料

及び一般拠出金では、対象となる金額が異なることに留意されたい。

例えば、平成２３年１月を例に説明すると、

健康保険料、介護保険料及び厚生年金保険料・・・・６２０，０００円

雇用保険料、労災保険料及び一般拠出金・・・・・・６２８，０００円

となる。
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【法定福利費等事業主負担増加額積算資料】

健康保険料 介護保険料 厚生年金保険料 児童手当拠出金

Ｈ 22 年 3 月

Ｈ 22 年 4 月

Ｈ 22 年 5 月

Ｈ 22 年 6 月

Ｈ 22 年 7 月

Ｈ 22 年 8 月

Ｈ 22 年 9 月 (1) 24,610 (2) 1,500 (3) 42,955 (4) 695

Ｈ 22 年 10 月 (5) 23,460 (6) 1,500 (7) 40,949 (8) 663

Ｈ 22 年 11 月 (9) 23,460 (10) 1,500 (11) 40,949 (12) 663

Ｈ 22 年 12 月 (13) 22,540 (14) 1,500 (15) 39,342 (16) 637

Ｈ 23 年 1 月 (17) 28,520 (18) 1,912 (19) 49,779 (20) 806

Ｈ 23 年 2 月 (21) 28,520 (22) 1,912 (23) 49,779 (24) 806

合 計 151,110 9,824 263,753 4,270

雇用保険料 労災保険料 一般拠出金

Ｈ 22 年 3 月 (25) 3,500 (26) 1,500 (27) 25

Ｈ 22 年 4 月 (28) 4,693 (29) 1,482 (30) 24

Ｈ 22 年 5 月 (31) 4,693 (32) 1,482 (33) 24

Ｈ 22 年 6 月 (34) 5,206 (35) 1,644 (36) 27

Ｈ 22 年 7 月 (37) 5,063 (38) 1,599 (39) 26

Ｈ 22 年 8 月 (40) 4,968 (41) 1,569 (42) 26

Ｈ 22 年 9 月 (43) 5,158 (44) 1,629 (45) 27

Ｈ 22 年 10 月 (45) 4,921 (47) 1,554 (48) 25

Ｈ 22 年 11 月 (49) 4,921 (50) 1,554 (51) 25

Ｈ 22 年 12 月 (52) 4,731 (53) 1,494 (54) 24

Ｈ 23 年 1 月 (55) 5,966 (56) 1,884 (57) 31

Ｈ 23 年 2 月 (58) 5,966 (59) 1,884 (60) 31

合 計 59,786 19,275 315

施設・職員 345,000 施設・通年雇用 140,000 施設・パート 15,000 訪問 35,000

(1) ５３５，０００円×４．６％＝２４，６１０円

(3) ５３５，０００円×８．０２９％＝４２，９５５円

(4) ５３５，０００円×０．１３％＝６９５円
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施設・職員 175,000 施設・通年雇用 0 施設・パート 0 訪問 25,000

(2) ２００，０００円×０．７５％＝１，５００円

施設・職員 330,000 施設・通年雇用 130,000 施設・パート 15,000 訪問 35,000

(5) ５１０，０００円×４．６％＝２３，４６０円

(7) ５１０，０００円×８．０２９％＝４０，９４９円

(8) ５１０，０００円×０．１３％＝６６３円

施設・職員 175,000 施設・通年雇用 0 施設・パート 0 訪問 25,000

(6) ２００，０００円×０．７５％＝１，５００円

施設・職員 330,000 施設・通年雇用 130,000 施設・パート 15,000 訪問 35,000

(9) ５１０，０００円×４．６％＝２３，４６０円

(11) ５１０，０００円×８．０２９％＝４０，９４９円

(12) ５１０，０００円×０．１３％＝６６３円

施設・職員 175,000 施設・通年雇用 0 施設・パート 0 訪問 25,000

(10) ２００，０００円×０．７５％＝１，５００円

施設・職員 310,000 施設・通年雇用 130,000 施設・パート 15,000 訪問 35,000

(13) ４９０，０００円×４．６％＝２２，５４０円

(15) ４９０，０００円×８．０２９％＝３９，３４２円

(16) ４９０，０００円×０．１３％＝６３７円

施設・職員 175,000 施設・通年雇用 0 施設・パート 0 訪問 25,000

(14) ２００，０００円×０．７５％＝１，５００円

施設・職員 375,000 施設・通年雇用 175,000 施設・パート 20,000 訪問 50,000

(17) ６２０，０００円×４．６％＝２８，５２０円

(19) ６２０，０００円×８．０２９％＝４９，７７９円

(20) ６２０，０００円×０．１３％＝８０６円

施設・職員 220,000 施設・通年雇用 0 施設・パート 0 訪問 35,000

(18) ２５５，０００円×０．７５％＝１，９１２円

(6) 施設・職員 375,000 施設・通年雇用 175,000 施設・パート 20,000 訪問 50,000

(21) ６２０，０００円×４．６％＝２８，５２０円

(23) ６２０，０００円×８．０２９％＝４９，７７９円

(24) ６２０，０００円×０．１３％＝８０６円

施設・職員 220,000 施設・通年雇用 0 施設・パート 0 訪問 35,000

(22) ２５５，０００円×０．７５％＝１，９１２円

施設・職員 285,000 施設・通年雇用 155,000 施設・パート 29,000 訪問 31,000

(25) ５００，０００円×０．７％＝３，５００円

(26) ５００，０００円×０．３％＝１，５００円

(27) ５００，０００円×０．００５％＝２５円

施設・職員 315,000 施設・通年雇用 125,000 施設・パート 23,000 訪問 31,000

(28) ４９４，０００円×０．９５％＝４，６９３円

(29) ４９４，０００円×０．３％＝１，４８２円

(30) ４９４，０００円×０．００５％＝２４円
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施設・職員 315,000 施設・通年雇用 125,000 施設・パート 23,000 訪問 31,000

(31) ４９４，０００円×０．９５％＝４，６９３円

(32) ４９４，０００円×０．３％＝１，４８２円

(33) ４９４，０００円×０．００５％＝２４円

施設・職員 345,000 施設・通年雇用 140,000 施設・パート 23,000 訪問 40,000

(34) ５４８，０００円×０．９５％＝５，２０６円

(35) ５４８，０００円×０．３％＝１，６４４円

(36) ５４８，０００円×０．００５％＝２７円

施設・職員 345,000 施設・通年雇用 140,000 施設・パート 23,000 訪問 25,000

(37) ５３３，０００円×０．９５％＝５，０６３円

(38) ５３３，０００円×０．３％＝１，５９９円

(39) ５３３，０００円×０．００５％＝２６円

施設・職員 345,000 施設・通年雇用 130,000 施設・パート 23,000 訪問 25,000

(40) ５２３，０００円×０．９５％＝４，９６８円

(41) ５２３，０００円×０．３％＝１，５６９円

(42) ５２３，０００円×０．００５％＝２６円

施設・職員 345,000 施設・通年雇用 140,000 施設・パート 23,000 訪問 35,000

(43) ５４３，０００円×０．９５％＝５，１５８円

(44) ５４３，０００円×０．３％＝１，６２９円

(45) ５４３，０００円×０．００５％＝２７円

施設・職員 330,000 施設・通年雇用 130,000 施設・パート 23,000 訪問 35,000

(46) ５１８，０００円×０．９５％＝４，９２１円

(47) ５１８，０００円×０．３％＝１，５５４円

(48) ５１８，０００円×０．００５％＝２５円

施設・職員 330,000 施設・通年雇用 130,000 施設・パート 23,000 訪問 35,000

(49) ５１８，０００円×０．９５％＝４，９２１円

(50) ５１８，０００円×０．３％＝１，５５４円

(51) ５１８，０００円×０．００５％＝２５円

施設・職員 310,000 施設・通年雇用 130,000 施設・パート 23,000 訪問 35,000

(52) ４９８，０００円×０．９５％＝４，７３１円

(53) ４９８，０００円×０．３％＝１，４９４円

(54) ４９８，０００円×０．００５％＝２４円

施設・職員 375,000 施設・通年雇用 175,000 施設・パート 28,000 訪問 50,000

(55) ６２８，０００円×０．９５％＝５，９６６円

(56) ６２８，０００円×０．３％＝１，８８４円

(57) ６２８，０００円×０．００５％＝３１円

施設・職員 375,000 施設・通年雇用 175,000 施設・パート 28,000 訪問 50,000

(58) ６２８，０００円×０．９５％＝５，９６６円

(59) ６２８，０００円×０．３％＝１，８８４円

(60) ６２８，０００円×０．００５％＝３１円
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（事例９）

時給８５０円の契約社員を正社員（月給１７３，０００円）に雇用形態を変

更した。

【事業者の賃金改善額の計算方法】

時給８５０円×１７２時間（法人の月間平均就労時間）＝１４６，２００円

月給 １７３，０００円

◎賃金改善額

（１７３，０００円－１４６，２００円）×１２月＝３２１，６００円

（コメント）

平成２２年度の月給１７３，０００円と、「比較対象である平成 20 年度下半

期中に適用されていた」対応する月給を比較しなければならない。

つまり、平成 20 年度下半期の給料表の金額と１７３，０００円の比較であ

り、時給の単価に法人の月額平均就労時間を乗じて得た１４６，２００円との

比較ではない。

例えば、平成 20 年度の給料表の対応する金額が１６９，３００円だったと

すれば、

◎賃金改善額

（１７３，０００円－１６９，３００円）×１２月＝４４，４００円

となる。

なお、新採用職員の場合も同様であり、

『新採用職員なので、「比較対象である平成 20 年度下半期」には在職していな

いので、賃金全額を賃金改善額に計上する。』

というのは誤りで、あくまでも同じ条件の職員を「比較対象である平成 20 年

度下半期」に採用した場合との差額のみが賃金改善額となる。


